
（単位：円）

①契約の相手方
法人名称

②物品役務等、
公共工事等の名称

③契約形態の別 ④当初契約金額 ⑤契約締結日 ⑥備考欄

（財）マイクロマシンセンター
平成21年度マイクロ・ナノ量産技術と応用デバイス製造に関する新
事業開拓イノベーション人材育成

随意契約
（競争性あり）

1,500,853 2009/10/1

（財）鉄道総合技術研究所
第二種特定有害物質による汚染土壌調査のための迅速で低コストな
分析法の開発（溶出シミュレーションプログラムの開発）

随意契約
（競争性あり）

3,418,478 2009/10/6

（財）日本産業廃棄物処理振興
センター

廃棄物の循環利用促進の評価における調査
随意契約

（競争性あり）
2,998,800 2009/10/29

（財）計量計画研究所 全球大気輸送モデルのための鉛発生源グリッドデータ作成業務 一般競争入札 8,295,000 2009/11/11

（財）日本システム開発研究所 近畿地域における革新的な医療福祉機器開発に関する調査研究業務
随意契約

（競争性あり）
4,994,850 2009/11/24

（社）日本能率協会
職員採用試験のための、筆記試験問題の作成、印刷、採点及び評価
並びに試験実施運営業務

一般競争入札 6,397,790 2009/12/11

（社）化学情報協会 外国雑誌(CA on CD　2010年版)
随意契約

（競争性なし）
4,438,350 2009/12/21

（財）気象業務支援センター 地上気象観測１分値データ
随意契約

（競争性なし）
1,647,140 2009/12/21

(注5）危機管理等の観点から契約の相手方や物品役務等の名称を公表することが適当でないと判断される場合は、該当箇所にその旨を記載すること。

【記載要領】

(注4）｢契約形態の別｣の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（競争性の有無）の別を記載すること。

（様式１－４）

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。

(注3）｢物品役務等、公共工事等の名称｣の欄には、｢公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表｣にお
　　　いて用いられている名称などを参考に記載すること。

(注2）契約締結日の早いものから記載すること。契約締結日が同じものについては契約金額の大きいものから順に記載すること。

法人名：独立行政法人　産業技術総合研究所

21年度予算における公益法人等への契約による支出状況（第３四半期）



（単位：円）

①交付先
法人名称

②支出の名目等
③左記法人に対する

交付額
④交付日 ⑤備考

該当無し

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。

(注2）｢支出の名目等｣には、その詳細を簡潔に記載すること。

（様式１－５）

【記載要領】

21年度予算における公益法人等への契約以外の金銭交付による支出状況（第３四半期）

法人名：独立行政法人　産業技術総合研究所


